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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラスであるチャンネル着脱装置（以下「着脱装

置」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下

部に設置された上位クラスである使用済燃料プールに対して，波及的影響を及ぼさないことを説

明するものである。その耐震評価は着脱装置の地震応答解析，応力評価及び荷重評価により行う。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

 着脱装置は，原子炉建物 4 階に設置される。着脱装置は，図 2－1 の位置関係図に示すよう

に，上位クラス施設である使用済燃料プールの壁面に設置されており，落下により使用済燃料

プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 チャンネル着脱装置と使用済燃料プール等の位置関係図 

2.2 構造計画 

着脱装置の構造計画を表 2－1に示す。 



S
2
 
補
 Ⅵ

-
2 -
1
1
-2
-
7
-3
 
R
0 

2 

表
2
－
1
 
構
造
計
画
 

計
画
の
概
要
 

概
略
構
造
図
 

基
礎
・
支
持
構
造
 

主
体
構
造
 

ガ
イ
ド
レ
ー
ル
は
使
用
済
燃

料
プ
ー
ル
壁
面

の
金
物
に
差

し
込
ま
れ
て
お
り
，
上
部

に

固
定
ボ
ル
ト
で
取
り

付
け

ら

れ
る
。
 

燃
料
昇
降

式
(
カ

ー
ト
が
ガ

イ
ド
レ

ー
ル
に
支

持
さ

れ
，
ロ
ー
ラ
チ
ェ

ー
ン
を
介

し
て
上

下
す
る
昇

降
装

置
。
) 



3 

S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
1
1
-2
-
7
-3
 
R
0 

 2.3 評価方針 

着脱装置の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」

にて示す着脱装置の部位を踏まえ,「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析

モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力

等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

着脱装置の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 着脱装置の耐震評価フロー 

固有値解析

着脱装置本体

解析モデルの設定

有限要素法モデルの作成 

地震応答解析

地震時における応力

設計用地震力 

吊具

計算モデルの設定

地震時に作用する荷重

設計用地震力 

着脱装置の構造強度評価 
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記  号 記   号   の 説   明 単  位

Ａ１Ｇ ガイドレールの断面積 mm2 

ＡＬ ローラチェーンの許容荷重 N 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｅ ガイドレール及びカートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 

ＦｘＧ ガイドレールに作用する軸力（ｘ方向） N 

ＦｙＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｙ方向） N 

ＦｚＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｚ方向） N 

ＦＣ ローラチェーンに作用する荷重 N 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＭｘＧ ガイドレールのねじりモーメント（ｘ軸） N･mm

ＭｙＧ ガイドレールの曲げモーメント（ｙ軸） N･mm 

ＭｚＧ ガイドレールの曲げモーメント（ｚ軸） N･mm 

ｍＧ ガイドレールの質量 kg 

ｍＦ カートの質量 kg 

ｍｍ 吊荷の質量 kg 

ｍｗＨ 水平方向の排除水質量 kg 

Ｓｕ ガイドレール及びカート：日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

MPa 

Ｓｙ ガイドレール及びカート：日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

MPa 

＊
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記  号 記   号   の 説   明 単  位

ＺｐＧ ガイドレールのねじり断面係数 mm3 

ＺｙＧ ガイドレールの断面係数（ｙ軸） mm3 

ＺｚＧ ガイドレールの断面係数（ｚ軸） mm3

ν ポアソン比 － 

θ 最外郭固定ボルト角度 rad

σ１Ｇ ガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｃ１Ｇ ガイドレールの組合せ応力 MPa 

σｘＧ ｘ方向の荷重によるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｙＧ ｙ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa

σｚＧ ｚ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa

σ１Ｂ 固定ボルトの引張応力 MPa 

σｘＢ ｘ方向の荷重による固定ボルトの引張応力 MPa 

σｙＢ ｙ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa

σｚＢ ｚ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa

τ１Ｇ ガイドレールのせん断応力 MPa

τｘＧ ｘ方向のモーメントによるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｙＧ ｙ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｚＧ ｚ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

注：記号右端添え字にＧが付くものは，ガイドレール評価用を代表で示したものであり，カート評

価用についてはＧ→Ｆ，固定ボルト評価用についてはＧ→Ｂに置き換えるものとする。 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位＊1 

長 下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

さ 厚さ mm － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表及び日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)に記

載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，比例法により補間した値の小数

点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

着脱装置の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

着脱装置本体及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，主要構

造物であるガイドレール，カート，固定ボルト及び吊具（ローラチェーン）について実施する。

着脱装置の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 着脱装置を構成する部材をはり要素にてモデル化した有限要素法モデルによるスペクト

ルモーダル解析を適用する。

(2) 地震力及びスロッシング荷重は，ガイドレール及びカートに対して水平方向及び鉛直方

向から個別に作用するものとし，強度評価において組合せるものとする。 

(3) ガイドレールは，使用済燃料プール壁面の固定ボルト及び金物により荷重を支持する構

造であるため，該当部位の変位を拘束する。 

(4) カートに設置される使用済燃料は，集中質量として設定する。

(5) カートはガイドレールに対して鉛直方向にスライド可能とし，鉛直方向はローラチェー

ンにより支持される。

(6) カートの位置については，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の条件に対する評

価条件としてカート位置が上端及び下端のうち最も厳しい場合について評価する。 

(7) 吊具については，ローラチェーンの鉛直方向を剛構造とみなし，鉛直方向の設計震度に

対応した荷重を算出する。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。
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4.2 荷重組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

着脱装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

4.2.2 許容応力 

着脱装置の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

着脱装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－4に， 重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

着脱装置の使用材料の許容荷重評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－5に， 重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－7に示す。 
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表
4
－
1
 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許

容
応

力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

核
燃
料
物
質
の
取
扱

施
設
及
び
貯
蔵
施
設
 

燃
料
取
扱
設
備
 

チ
ャ
ン
ネ
ル

着
脱
装
置

Ｂ
 

－
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の

組
合
せ
及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。

表
4
－

2 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許

容
応

力
状
態
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

核
燃
料
物
質
の
取
扱

施
設
及
び
貯
蔵
施
設
 

燃
料
取
扱
設
備
 

チ
ャ
ン
ネ
ル

着
脱
装
置

－
 

－
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ｖ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許
容
限
界
を
 

用
い
る
。
）
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
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表
4
－
3
 
許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
（
設
計
基
準
対
象
施
設
と
し
て
の
評
価
及
び
重
大
事
故
等
対
処
設
備
と
し
て
の
評
価
）
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ
ル
ト
等
以
外
）
 

許
容
限
界

＊
1
，
＊
2

（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次
応
力
 

一
次
応
力
 

引
張
り
 

せ
ん
断
 

組
合
せ
 

引
張
り
 

せ
ん
断
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

Ｓ
 

Ｖ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

，
Ⅳ

Ａ
Ｓ
の
許

容
限
界

を
用
い
る
。）

 

注
記
＊
1
：
応

力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場

合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2
：
当

該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 
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表
4
－
4
 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

（
℃
）
 

Ｓ
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｙ
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ

 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｙ
(Ｒ

Ｔ
) 

（
M
P
a）

 

ガ
イ
ド
レ
ー
ル
 

周
囲
環
境
温
度
 

6
6
 

－
 

カ
ー
ト

周
囲
環
境
温
度
 

6
6
 

－
 

固
定
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

6
6
 

－
 

注
記

＊
：

Ｊ
Ｉ

Ｓ
 

Ｈ
 

４
１

０
０

相
当

 

表
4
－
5
 
使
用
材
料
の
許
容
荷
重
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

（
℃
）
 

許
容
荷
重
 

（
N
）
 

ロ
ー
ラ
チ
ェ
ー
ン

周
囲
環
境
温
度
 

6
6
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表
4
－
6
 
使
用
材
料
の
許
容
応

力
評
価
条
件
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

（
℃
）
 

Ｓ
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｙ
 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｕ

 

（
M
P
a）

 

Ｓ
ｙ
(Ｒ

Ｔ
) 

（
M
P
a）

 

ガ
イ
ド
レ
ー
ル
 

周
囲
環
境
温
度
 

1
0
0 

－

カ
ー
ト

周
囲
環
境
温
度
 

1
0
0 

－

固
定
ボ
ル
ト
 

周
囲
環
境
温
度
 

1
0
0 

－

注
記

＊
：

Ｊ
Ｉ

Ｓ
 

Ｈ
 

４
１

０
０

相
当

 

表
4
－
7
 
使
用
材
料
の
許
容
荷
重
評
価
条
件
（
重
大
事
故
等
対

処
設
備
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

（
℃
）
 

許
容
荷
重
 

（
N
）
 

ロ
ー
ラ
チ
ェ
ー
ン

周
囲
環
境
温
度
 

1
0
0 
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4.3 解析モデル及び諸元 

 着脱装置の解析モデルを図 4－1 に，解析モデル概要を以下に示す。また，機器の諸元を本

計算書の【チャンネル着脱装置の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ガイドレール及びカートをはり要素でモデル化した有限要素法モデルによって求める。

(2) 拘束条件は，固定ボルト部を完全拘束とする。また，金物の水平方向及び鉛直軸まわり

の回転方向を拘束する。カートについては，ローラチェーン接続部の鉛直方向を拘束する。

結合条件として，カート及びガイドレール間の水平方向及び鉛直軸まわりの回転方向のみ

を結合する。なお，固定ボルト部は剛体として評価する。 

(3) 解析コードは「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

(4) 質量には着脱装置自身の質量，使用済燃料の質量及び排除水質量を考慮する。

図 4－1 解析モデル 
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表 4－8 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

ガイドレール － 

カート － 

固定ボルト － 

ローラチェーン － 

質量 
ガイドレール ｍＧ 

カート ｍＦ 

温度条件 

（周囲環境温度，設計基準対象施設） 
－ ℃ 66 

温度条件 

（周囲環境温度，重大事故等対処設備） 
－ ℃ 100 

縦弾性係数 
ガイドレール Ε 

カート Ε 

ポアソン比 ν 

要素数 － 

節点数 － 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－9，振動モード図を図 4－2～図 4－6に示す。固有周期は，0.05秒

を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－9 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

（s） 

刺激係数＊ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 鉛直方向 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの 

積から算出した値を示す。 

図 4－2 振動モード図（1次） 
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図 4－3 振動モード図（2次） 

図 4－4 振動モード図（3次） 



18 

S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
1
1
-2
-
7
-3
 
R
0 

図 4－5 振動モード図（4次） 

図 4－6 振動モード図（5次） 
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4.5 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－10及び表 4－11に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 

固有周期(s) 
NS方向：0.168＊2  EW方向：0.175＊2 

鉛直方向：0.175＊2 

減衰定数(％) 水平：2.0＊3  鉛直：2.0＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊4 固有周期(s) 
応答水平震度＊5 

応答鉛直震度＊5 
NS方向 EW方向 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：全体的にボルト締結による構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数 

を使用する。 

＊4：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペク

トルにより得られる震度

＊6：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 

固有周期(s) 
NS方向：0.168＊2  EW方向：0.175＊2 

鉛直方向：0.175＊2 

減衰定数(％) 水平：2.0＊3  鉛直：2.0＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊4 固有周期(s) 
応答水平震度＊5 

応答鉛直震度＊5 
NS方向 EW方向 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：全体的にボルト締結による構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数 

を使用する。 

＊4：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペク

トルにより得られる震度

＊6：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

 4.6.1 応力の計算方法 

(1) ガイドレールの応力

ガイドレールに加わる荷重は，図 4－1 の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＧ， 

ＦｙＧ，ＦｚＧ，モーメント力ＭｘＧ，ＭｙＧ，ＭｚＧとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 曲げ応力

曲げ応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

d. 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

・・・・・・・・ (4.6.1.3) 

・・・・ (4.6.1.4) 

，σｙＧ＝ ，σｚＧ＝ 

，τｙＧ＝ ，τｚＧ＝ 

・・ (4.6.1.1)

大きい方 

σｘＧ＝ 
Ａ１Ｇ 

ＦｘＧ 

 

ＭｙＧ 

 ＺｙＧ 

ＭｚＧ 

 ＺｚＧ 

・・ (4.6.1.2)

τ１Ｇ＝ 

σｃ１Ｇ＝   σ１Ｇ
2＋3・τ１Ｇ

2 

τｘＧ＝ 

・・・・・・・・・・・ (4.6.1.5)

)

ＭｘＧ 

 ＺｐＧ Ａ１Ｇ 

ＦｙＧ 

 Ａ１Ｇ 

ＦｚＧ 

 

σ１Ｇ＝|σｘＧ|＋|σｙＧ|＋|σｚＧ| 

(|τｘＧ|＋|τｙＧ|)2＋|τｚＧ|2 

|τｙＧ|2＋(|τｘＧ|＋|τｚＧ|)2 
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(2) カートの応力

カートに加わる荷重は，図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＦ， 

ＦｙＦ，ＦｚＦ，モーメント力ＭｘＦ，ＭｙＦ，ＭｚＦとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 曲げ応力

曲げ応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

d. 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

・・・・・・・・・・ (4.6.1.8) 

σｘＦ＝ ，σｙＦ＝ ，σｚＦ＝ 

・・ (4.6.1.7)

・・・・ (4.6.1.9) 

ＭｘＦ 

 ＺｐＦ 

τ１Ｆ＝ 
大きい方 

，τｙＦ＝ 

 

ＦｙＦ 

 Ａ１Ｆ 
，τｚＦ＝ 

ＦｚＦ 

 Ａ１Ｆ 

・・ (4.6.1.6)

σｃ１Ｆ＝   σ１Ｆ
2＋3・τ１Ｆ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.1.10)

)

ＦｘＦ 

 Ａ１Ｆ 

ＭｙＦ 

 ＺｙＦ 

ＭｚＦ 

 ＺｚＦ 

τｘＦ＝ 

σ１Ｆ＝|σｘＦ|＋|σｙＦ|＋|σｚＦ| 

(|τｘＦ|＋|τｙＦ|)2＋|τｚＦ|2 

|τｙＦ|2＋(|τｘＦ|＋|τｚＦ|)2 
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(3) 固定ボルトの応力

固定ボルトに加わる荷重は，図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＢ， 

ＦｙＢ，ＦｚＢ，モーメント力ＭｘＢ，ＭｙＢ，ＭｚＢとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 引張応力

引張応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

・・・・ (4.6.1.14) 

(τｙＢ＋τｘＢ・sinθ)2＋(τｚＢ＋τｘＢ・cosθ)2τ１Ｂ＝

・・・・・・・・・・ (4.6.1.13) 

σｘＢ＝ ，σｙＢ＝ ，σｚＢ＝ 

・・ (4.6.1.12)
ＭｘＢ 

 ＺｐＢ 
，τｙＢ＝ 

ＦｙＢ 

 Ａ１Ｂ 
，τｚＢ＝ 

ＦｚＢ 

 Ａ１Ｂ 

・・ (4.6.1.11)
ＦｘＢ 

 Ａ１Ｂ 

ＭｙＢ 

 ＺｙＢ 

ＭｚＢ 

 ＺｚＢ 

τｘＢ＝ 

σ１Ｂ＝|σｘＢ|＋|σｙＢ|＋|σｚＢ| 
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 ガイドレールの最大応力発生部材を図 4－1の a  ，カートの最大応力発生部位を 

  図 4－1の b  に示す。 

  ガイドレール カート

固定ボルト 

図 4－7 部材断面 

注：x，y，zは要素に与えられた座標軸で，x 軸は常に要素の長手方向にとる。 

y x 

z 

θ x 

z 

y

y x 

z 
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4.6.2 荷重の計算方法 

図 4－8 ローラチェーン 
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4.7 計算条件 

耐震解析に用いる自重（着脱装置）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【着脱装置の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力及び荷重の評価 

4.8.1 ガイドレール及びカートの応力評価 

4.6.1 項で求めたガイドレール及びカートの各応力が下表で定めた許容応力以下である

こと。ただし，許容組合せ応力は ƒｔ以下であること。

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔ

  Ｆ 

1.5

許容せん断応力

ƒｓ

  Ｆ 

 1.5・√3 

4.8.2 固定ボルトの応力評価 

4.6.1項で求めた固定ボルトの引張応力σ１Ｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

せん断応力τ１Ｂは，せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であ

ること。ただし，ƒｓｂは下表による。

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ

  Ｆ 

2

許容せん断応力

ƒｓｂ

  Ｆ 

 1.5・√3 

4.8.3 吊具の荷重評価 

4.6.2項で求めたローラチェーンの荷重が許容荷重以下であること。 

1.5・ 
＊

1.5・ 

＊

1.5・ 

＊

1.5・ 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ, ƒｔｏ] ・・・・・・・・・・ (4.8.2.1) 

＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

着脱装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

着脱装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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